
アジアの広がる所得格差1

は じめに

なぜ所得格差 が問題か。所得格差が開 くと言うことは経済成長の成果を一蔀の富裕層の

人たちだけが独 り占めにしているからではないか。1960年 代後半か ら1970年 代に

かけて、発展途上国における所得格差の拡大が大 きく採 り上げ られたとき、問題 となった

のは このことであった。輸入代替型工業化は資本集約的で雇用吸収力が小さ く、所得格差

を拡大させた原 因であ り、 したがって輸出指向型工業化に転換 しなければな らないとされ

た。 しか し、現代、世界的に見 られる所得格差の拡大傾向はこれとは異なった側面 を持 っ

ている。すなわち、グローバル化の時代の所得格差の拡大 ということである。前者が保護

主義下の不平等化であ るとすると、後者は 自由化の中の不平等化である。時代が変われば、

所得格差の意味も変わ るのだということをまず認識 しておかねばならない。

所得格差の問題 は民主化運動と結びついている。アジア諸国は欧米 に追 いつ くため、民

主主義を制限 しなが ら開発 を進 めてきた。 「開発主義体制」と呼ばれ るものであ り、場合

によっては 「開発独裁」 と呼ばれ る。 しか し、 クズネ ッヅ仮説(後 述)が 示すように、経

済発展の初期段 階では所得格差は拡大する。この格差の拡大が民主化運動に展開するので

はないか ととい うのが、アジアで所得格差に対 する関心が高い理 由である。このテーマは、

民主化が経済発展をもた らすのか、経済発展が民主化をもたらすのかという問題 とも絡ん

でいる。

クズネ ヅツ仮説では、経済発展のある段階を過 ぎれば所得格差は縮 まってい くものとし

ていた。 ところが、 グローバル化の進展により、このような仮説が成 り立たな くなって き

ている。例えば、タイは1980年 代後半以降、 目覚 ましい経済成長を遂 げてきたが、所

得格差が縮小するような兆 しは一向に見えない。クズネッツ仮説の再解釈が必要にな って

きて いる。所得格差の拡大は経済の移行過程で生 じるものであ り、工業化はその一っにす

ぎない。

クズネ ヅツの逆U字 仮説

クズネ ヅッの逆U字 仮説(簡 単にクズネ ヅヅ仮説)と は、経済発展の過程で所得格差が

どのように変化 してい くのかを示 したものであ る。それによれば、経済発展の初期 の段階

1本 稿は 『経済セ ミナー』(日 本経済評論社)19 .96年9月 号に掲載されたものである。

5



では所得格差は比較的小さいが、経済発展が進むとともに所得格差が広 がって くる。 しか

し、それ も経済発展があ る点(転 換点)に 到達すると、所得格差は縮小に転 じる、 という

ものであ る。 このような関係 を、横軸に経済発展の レベル(例 えば、一人当た りGDP)、

縦軸に所得格差の大 きさ(例 えば、所得分配の不平等度を示すジニ係数)を とった場合、

この変化はUの 字 をひっくり返 した形 となる。それで、逆U字 仮説 と呼ばれ る(図1参 照)。

図1ク ズネ ヅツ曲線

出 所)池 本 、175ペ ー ジ 。.

注)ジ ニ 係 数 とは 所 得 格 差 の大 き さ を表 す 指 標 で 、 こ の値 が 大 きい ほ ど不 平 等 で あ る こ と 示す 。

この 図 で は、 一 人 当た りGDPが201～300の 時 、 不 平等 度 が 最 も高 くな る 。
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このような変化が生 じる理由として、賃金の低い農業部門(あ るいはインフォーマル ・

セクター)か ら賃金水準の高い工業部門(あ るいはフォーマル ・セクター)へ の労働移動

によって、初期段階では格差は拡大 するが、農村部(イ ンフォーマル ・セクター)の 余剰

労働が吸収されて しまうと(労 働市場の転換点)、 農村部(イ ンフォーマル ・セクター)

でも所得水準が上昇 し始め、部門間の格差が縮小すると考えられていた。この場合、所得

格差の拡大は農業経済か ら工業経済への移行期に生 じる過渡的な現象であ る。

クズネ ヅヅ仮説の持つ含意は次のようなものである。すなわち、経済発展過程で経済構

造 の変化 とともに所得格差は拡大せざるを得ないのであれぱ、できるだけ早 く不平等化の

殼階を通 り過 きるよう、経済成長を加速 させるべきであ る、ということである。民主化が

先か、経済発展が先か という論点では後者をとることになる。

所 得格差 の小 さい東ア ジァ

日本、台湾、韓国は所得格差の小さな国々として有名である。社会主義国を除けぱ世界

で最も平等な国々である。少な くとも1980年 代半ぱまではそうであ った。これ らの国々

は、クズネヅヅ仮説の示すような顕著な不平等化の時期は辿 らなかった。所得格差 は多少

表1ア ジア諸国の不平等度の水準

国名 1980年 代 1960年 代 1970年 代 1980年 代 平均

日本 0,335 0,352 0,359 0,356 0,351

台湾 0,499 0,380 0,314 0,313 0,377

韓国 一 轄 0,349 0,382 0,346 0,351

中国 一 騨 一 一 一 一 0,315 0,315

香港 帥 一 0,487 0,438 0,444 0,456

フ ィ リ ピ ン 0,480 0,489 0,478 0,448 0,473

タイ 一 一 0,440 0,483 0,477 0,480

マ レ ー シ ア 0,449 0,498 0,501 0,473 0,480

シンガポール 騨 鼎 0,457 0.43H o輯 0,447

イン ドネシア 一 一 噂 一 0,357 0,330 0,344

イン ド 0,375 0,370 0,374 0,340 0,365

バ ングラデシュ 一} 一 一 0,363 0,374 0,389

パキスタ ン 一 一 0,359 0,330 一 一 0,345

ス リランカ 0,457 0,443 0,419 0,392 0,428

出所)溝 口(1992)に1980年 代 のマ レー シア を追 加 。

注)マ レー シア は半 島部 の み 。 シ ンガポ ール 、 イ ン ドネ シ ア、 イ ン ドは 消 費支 出分 布 。
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の変動 を伴 いなが らも、比較的低い水準に留まっていた。このように高度経済成長が比

較的平等な所得分配を伴っていた という意味で も、東アジアの経済発展は 「奇跡」であっ

た(表1参 照)。

所得格差が小さいという点で評価 されているのがインドネシアである。ただ し、イ ン ド

ネシアには所得分布 に関す る統計はなく、消費支出分布に関する統計が代わ りに用い られ

ている。所得水準が高いほ ど貯蓄率が高いことを考えると、消費支 出分布の方が所得分布

に比べてよ り平等である。 したがって、イン ドネシアの格差が小さいと言う場合、 このパ

イァスが含 まれていることに注意 しなければな らない。にもかかわ らず、イン ドネシアの

所得格差 が小さいことに違いはない。このようなイン ドネシアのケースは平等な分布 とと

もに貧困世帯を縮小 させて来たことによ り、世銀のレポー ト等では高 く評価 されている。

マ レーシア とタイの比較

クズネ ヅヅ仮説がもっともよ く当てはまるのがマ レー シアであ る。マ レーシアが工業化

に乗 り出す以前、1950年 代末の段階では所得格差は小さかった。ところが、1960

年代 を通 して所得格差は急激に上昇 し、1970年 代初めにはマレーシアの所得格差はフ

ィリピンと並んでア ジアの中でも最 も大 きな水準に達 した。 ところが、1970年 代末に

なって農村部の労働不足が懸念され るようになると、所得格差も縮小に転 じる。1980

年代は所得格差の縮小傾向が続いた。すなわち、マ レーシアの場合、1970年 代 を頂点

とする逆U字 が描けるのである。

ところが、タイの場合 には異なった経路を辿る。タイも1960年 代前半には所得格差

は小さ く、所得格差の水準 としては平等な東アジア と不平等な東南アジアの中間にあ ると

言われていた。 しか し、1960年 代の輸入代替工業化の時代以降、景気変動による多少

の変動はあったものの、所得格差は一貫 して拡大 し続け、現在に至っても格差は拡大 し続

けている。クズネ ヅツ仮説の転換点を説明する要因のひ とつであ る労働 市場の転換点(す

なわち労働過剰経済か ら労働不足経済への移行)に 、1990年 代始めには到達 していた

と見 られ るにもかかわらず、所得格差は拡大 し続 けている。この理由と して グローバル化

の影響が考え られ る。マレー シア との差は、労働市場の転換点をグローバル化以前の段階

で迎えられなかったことにある。

グローバル化の時代に所得格差 を広げる要因として、富裕層 と低所得層に分けて考えて

みよう。まず、富裕層であるが、彼 らには事業を国際的に展開す るという可能性が開かれ

てお り、 また規制緩和 によ り新 しい分野に進出するという道が開かれている。閉鎖的な経
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済で、一国内に経済活動が限 られている場合よりは、所得が増大する可能性が高い。一方、

低所得層であ るが、タイの場合、周辺国からの労働者の流入が重要である。 ミャンマー、

中国、カンボジア、、ラオスなどか ら約70万 人 と言われる人々がタイの建設業やサービス

業な との低賃金雇用部門に流入 している。 これは未熟練労働者め賃金水準を下げるように

作用する。彼 らはタイの最低賃金 日額145パ ーツの ところを80～100パ ー ヅで働い

ている(朝 日新聞1996年7月18日)。 外国人労働者受けλれに対する規制緩和が経

営者側か ら求め られて いるが、これは労働者の雇用を減少 させることになる。このような

労働者の移動によって、タイとその周辺国の間で賃金水準の平準化が進んでいると考え ら

れ る。

外国人労働者の流入によってタイの低所得層の所得水準が下がっているのかと言えぱ、

必ず しもそうではない。統計的には、世帯所得の絶対水準で測った貧困層の割合は198

0年 代後半以降、急激に低 下 してきている。ちようど、タイが高度成長の局面に入 った時

期であ り、タイの高度成長が低所得層 にも恩恵 をもた らしていたことが分かる。タイは、

人々の移動が盛んな国であ り、バンコクへの出稼 きや送金なとを通 して、地方にも所得が

発生 したと考え られる。すなわち、工業化のTrickle-downEffectが あった とい うことで

あ る。一方、農村部でも、都市向けに生産 している農村工業や、政府予算の農村振興など

地方への配分の増加によっても所得は農村部へと移転 している。外国人労働者の多い仕事

にタイ人が就 きたが らないことも、タイ人の生活が悪化 していないことを窺わせる。タイ

では所得格差は拡大 したものの、 「貧 しい人たちがより貧 しくなる」といったタイプの絶

対的貧困化を伴った ものではな く、貧困層も経済成長の恩恵を受けていたと言 えよう。

広が る格差

所得格差の広がってい るのはタイだけではない。所得格差の小さかった 日本や東 アジア

の国々で も格差 は拡大 してきている。日本では .1980年 代にすでに所得格差は拡大 して

いた し、韓国でも同様に、資産所得格差の拡大とともに不平等化 しているという指摘があ

る。

社会主義国の所得格差の拡大はもっと顕著であ る。社会主義国は開放化以前の段階では、

当然のことなが ら所得格差は小さい。所得格差を抑えるために規制を厳 しくしてきたか ら

であ る。移動の自由や職業選択の自由など様 々な面で制限されていた。規制は人々の行動

の制約 とな り、労働のイ ンセンティブを失わせ、経済を停滞へ と導 く。 これが、社会主義

国が改革 ・開放政策 に転 じざるを得なかった理由である。改革 ・開放政策の結果、所得格

9



差は拡大する。格差 を認めることによって労働のインセンティブを与えたわけである。そ

れ まで保護 されてきた部門に働 く人々の中には転職 しなければな らない人 も出るだろう

し、新 しい職に就けるまでは失業状態に陥 ることにもなろう。このような失業 を、改革 ・

開放政策によって生まれた新 しい雇用機会で吸収することがで きれば、所得格差の拡大 も

過渡期に生 じるもの として許容で きよう。

クズネ ッツ仮説の一般化

クズネ ッツ仮説は経済発展のプロセスの中で、一回限 りで生 じる現象であると捕 らえて

きた。ここではそれ を一般化 してみたい。クズネ ヅツ仮説では、経済発展=工 業化 と捕 ら

えていたのに対 し、 ここでは定常状態(あ るいは成熟社会)か ら新産業 が生まれ、経済が

それに向かってシフ トしてい く過程であ ると考える。クズネ ヅツのケースに当てはめると、

定 常状態は農業社会であ り、新産業 とは工業である。もちろん、一国の所得分配に影響を

与 えるためには新産業の規模 は十分に大きくなければな らない。現在生 じている所得格差

の拡大は、 グローバル化 による産業の再配置と情報産業の成長によると考えられよう。

このような解釈に立てば、所得格差の拡大 自体はダイナ ミヅクな経済の兆候であ り、決

して悪いことではない。問題 は高所得分門への参入の機会が公平に開かれているか否かで

あ る。公正でない手段 によって格差が拡大 したとすれば、民主化運動 など政治問題化する

可能性 がある。

所得格差の拡 大 と民 主化運動

民主化運動と所得格差は関連 してはいるが、所得格差が拡大すれば民主化運動が起こる

というような単純な ものではない。 「不平等」と 「公正」の問題 とを区別 しなければな ら

ない。例 えば、たとえ金持ちがより金持ちになって所得格差が拡大 したとしても、それが

公正な手段 によって得た所得であれば一般の人々も我慢するだろう。逆に、それが汚職な

どの不正な手段で得 られた所得であれば、国民の不満は大 きくな り、爆発する。例えば、

フィリピンのマルコスが追放された1986年 の民主化運動のようにである。

1992年 のタイの民主化運動 も、 「不平等」よ りは 「不公正」が動機 となっている。

タイは1980年 代後半以降、所得格差は急激に拡大 してきた。それは日本やアジアNI

ESか らの投資を受け入れた時期である。この過程で、政治 ・経済 ともに民間人の発言権

は増 し、軍部の力が弱体化 していった。これに対 し、1992年 に軍部はクーデター を起

こして政権を奪取 し、不正な手段で既得権益を守ろうとした。これが人々の反発を買 った
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のであって、所得格差の拡大が民主化運動の主要因ではない。民主化運動を起 こしたのは

都市中間層であ り、実は彼 らはバ ンコクに住み、タイ国の高所得層を形成 し、 タイの所得

格差 を拡大させてきた層であった。自由化 ・グローバル化の恩恵を受けて きた人たちであ

る。民主化運動に立ち上がったのは、規制 を受けて機会を失 うことを恐れたため と考え ら

れる。

グ ローバル化 と国 と国 との間の格差

グローバル化は一国内の所得格差 を拡大させるが、国 と国との間の格差は縮小させる傾

向を持っ。これはアメ リカの州間の格差が減少 しているのと同 じ現象で、資本が最適生産

地 を求めて移動 した結果である(日 経新聞1996年7月16日)。 グローバル化の時代

には、資本は最適生産地を求めて移動する。実際に東 ・東南アジアで起 こっている動きは、

日本やアジアNIESか ら東南アジア、中国への直接投資であ る。これは東南アジアや中

国の経済成長を加速化する一方、 日本やアジアNIESの 産業は国外 に移転 して行 き、産

業 の空洞化が起 こる。 この ことは、国 と国 との間の所得格差 を縮める働 きをする。一人当

た り所得で見 た場合、10年 前 までは日本はアジアの中では圧倒的な位置を占めていたに

もかかわらず、今や シンガポール、香港はもう少 しで日本に追いつ くまでに成長 してきた。

高度成長期 を過 ぎた日本の経済成長率は他のアジア諸国の成長率を下回っていた。これは

日本 とその他のア ジア諸国との所得格差が縮小 していることを示 している。 日本は円高に

よ り名目値では相対的優位を維持 しているが、これは過大評価であ る。物価水準を考慮 し

た購買力平価で評価 した場合、アセアン諸国の所得水準は名目値で見たよ りもずっと高 い

水準を示す。もし円安が進んだ とすれば日本 と他のアジア諸国 との格差の縮小はさ らに加

速化することにもなる。
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